別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名:ものづくり技能振興事業　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　産業人材育成担当　電話番号：058-272-1111（内3128）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：14,989千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　県内産業人材育成機関と連携し、ものづくり企業の人材育成を図り、企業の技術力を高めるため、在職者の階層別技能向上研修を実施する。
　また、次世代のものづくりを担う若年者を対象に、職業観を醸成するとともに就業促進を図るため、主に高校生を中心に、カイゼン研修や技能習得研修を実施する。
（１）ものづくり企業の在職者を対象とした階層別研修の実施
　　①管理監督者育成事業
　　工場長や現場管理者を対象に、生産管理、労働安全管理及びマネジメントの知識・手法等関する研修を実施する。
②中核人材育成事業
　現場リーダーを対象に、品質管理、生産ラインの合理化及びコストダウン等に関する研修を実施する。
③若手技能者育成事業
　　　ものづくり企業の在職者や工業高校の教員を対象に、高度熟練技能者等に弟子入り感覚で技能を学ぶ研修を実施する。
（２）次世代のものづくりの担い手を対象とした研修の実施
④次世代技能者育成事業
次世代を担う高校生を主な対象に、ものづくり企業の現場におけるカイゼン手法を学ぶインターンシップ研修及び熟練技能者による技能研修等を実施する。

（３）業界・地域の課題を解決するための研修の実施
　　⑤業界・地域における人材育成事業
　　　　業界・地域におけるものづくり分野の課題に応じた研修の実施
（４）各研修事業の企画・調整業務を行うコーディネーターの設置
　　⑥ものづくり人材育成支援コーディネーターの設置
　　　上記の研修事業を円滑に実施するため、専任のコーディネーターを設置
	２　所要経費


　①管理監督者育成事業 　　　              　　　　　2,390千円
　②中核人材育成事業 　　　             　　 　　　　2,384千円

③若手技能者育成事業 　　　            　　　　　　2,165千円

④次世代技能者育成事業 　　　          　　　　　　3,681千円

⑤業界・地域における人材育成事業 　　　      　　　2,190千円
⑥ものづくり人材育成支援コーディネーター設置　 　　2,179千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり
　　１　若者が力を発揮できる地域をつくる
・技能向上研修を実施することにより、生産性の向上につながる産業人材を育成する。
	２　これまでの取組状況


　平成２２年度からの新規事業。　※22年度事業メニュー記載
	３　これまでの取組に対する評価


　平成２２年度からの新規事業。　※実施済み分における満足度等を記載
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	14,989
	14,978
	0
	0
	0
	0
	11
	0
	0

	決定額
	14,989
	14,978
	0
	0
	0
	0
	11
	0
	0


